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令和７年度アレルギー疾患対策推進事業 

～災害時のアレルギー対応について～ 

 

１ 事業の背景・必要性 

   地震等の災害が発生すると、市町村で避難所を設置するが、アレルギーを持つ方に対

しては、喘息やアトピー性皮膚炎を悪化させないことや原因の食物を除去した対応食

を提供する等の配慮が必要になる。しかし、市町村においてはアレルギーを持つ住民は、

要配慮者であるが障害手帳の交付等の対象とはならないため、把握に苦慮する現状が

ある。このことから、市町村や保健福祉事務所の職員が災害時におけるアレルギー対応

の必要性について理解するとともに、避難所で起こりうるアレルギー関連の課題の整

理及び実際に災害が起きた場合のアレルギー対策を踏まえた具体的な行動を知るため

に研修を行う。 

 

２ 研修会について 

 （１）避難所運営ゲーム HUG を用いた机上訓練及びファシリテーター養成研修（５月２７日（火）開催） 

   ア 対 象 

   各保健福祉事務所保健師、管理栄養士、歯科衛生士等 

   イ 目 的 

福島県地域防災計画に定める健康支援活動を実施するために、保健師、管理     

     栄養士、歯科衛生士等の専門職が、福島県災害時健康支援活動マニュアルに基  

     づき活動できるよう避難所で発生する課題を想定した研修を行う。 

   ウ 内 容 

避難所運営ゲームである HUG を活用し、具体的で実践的な避難所運営を疑似 

     体験し、想定される状況や課題について対応できるようになることに加え、災害     

     時のアレルギー対策として必要なことを説明することで、各保健福祉事務所が

管轄市町村に対し避難所運営訓練を実施できるようになるための一助とする。 

   エ 結果等 

（ア）参加者数 

５２名（県本庁各課１１名、県保健福祉事務所３０名、中核市１１名） 

   （イ）研修会後のアンケート調査結果について 

・約９割の参加者が「災害時における健康支援活動」等に役に立つ内容だった 

と感じていた。 

・参加者の全員が避難所で起こり得る出来事や健康支援のイメージを持つこ 

とができたと感じていた。 

      ・参加者からは、「本番に向けての具体的なイメージを持ちやすかった」や「平 

時から備えておく必要性を強く感じた」といった声が多くあった。 
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 （２）能登半島地震等の災害から学ぶアレルギー対策（８月１日（金）開催） 

   ア 対 象 

市町村や各保健福祉事務所 

   イ 目 的 

国の指針や能登半島地震等の対応の実際から災害時におけるアレルギー対応

の必要性について理解する。 

ウ 内 容 

（ア）災害時のアレルギー対策の現状等について（講師：当課担当者） 

国の指針に基づく各市町村が災害時に求められている責務、県の事業、各市町

村の災害時のアレルギー対策の現状等について説明する。 

（イ）災害時のアレルギー疾患の対応（講師：医師） 

東日本大震災や能登半島地震等の実際から、食物アレルギーやアトピー性皮

膚炎等のアレルギー疾患ごとの災害時に避難所で必要な対応及び課題の説明。

また、自助・共助・公助による災害の備えについて説明する。 

  （ウ）災害時におけるアレルギー対応の充実を（講師：アレルギーを考える母の会） 

東日本大震災や能登半島地震の被災地で活動した経験から考える、災害時の

アレルギー対応に関する課題や平時から行うことが望ましい対策について説

明する。 

   （エ）まとめ（講師：当課担当者） 

研修後も本研修で学んだことを活かして、災害時におけるアレルギー対策の

必要性を災害対策課等の関係課に周知してほしいことを説明する。  

   エ 結果等 

（ア）参加者数 

      ７５名（市町村４３名、保健福祉事務所３０名、県本庁各課２名） 

   （イ）所感 

       初めて、災害時のアレルギー疾患対策に焦点をあてた研修会を開催し、 

７５名の参加を得ることが出来たことから、災害時のアレルギー疾患対策 

について関心が高いと感じている。 

また、各市町村や各保健福祉事務所等の参加も得られ、講演から国の指針や

東日本大震災・能登半島地震等の対応の実際から、災害が起きた場合の具体的

なアレルギー疾患対策について、情報共有が出来た。 

   （ウ）第３回研修会に向けて 

       第３回研修会では、グループワークを通して災害時のアレルギー疾患対策 

      として何が不足しているのか課題を整理し、平時からどのような対策を行え 

      ば良いのか検討する研修会のため、研修会が効果的なものだったのか把握す 

      るためにアンケート調査を行う。 
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（３）平時から行う災害時のためのアレルギー対策（１１月７日（金）開催） 

ア 対 象 

市町村 

  イ 目 的 

災害時のアレルギー疾患対策の課題を整理し、平時からどのような対策が必

要かグループワークで検討する。 

  ウ 内 容 

（ア）災害時の体制整備に関する講義（講師：医師） 

     市町村や保健福祉事務所の役割、発災からの時間経過とともにどんな問題起 

きるのか等について説明する。 

   （イ）第２回研修会の振り返り（講師：医師） 

      第２回研修会の振り返りを行う。 

  （ウ）グループワーク（講師：医師）（ファシリテーター：栄養士、保健師） 

     a 災害時と平時で何が違うのか 

・現在、市町村や保健福祉事務所で災害時のアレルギー疾患対策として実施し

ていることについて情報共有を行う。また、災害時にどのような問題が生じ

るのか、避難所でアレルギーが悪くなる要因は何か、その悪化要因からどの

ような対策を講じる必要があるのか等について検討し、災害時のアレルギ

ー対策として現在不足していること及び課題を整理する。 

        b 平時から備えられることは何か 

         ・アで整理した現在不足していること及び課題を踏まえた上で、平時からど 

ような対策が必要か検討する。 

   （エ）市町村事例報告（講師：市町村担当者） 

国が実施した、災害用物資・機材等の備蓄状況に関する調査でアレルギー対応

食品を備蓄していると回答した９自治体（福島市、会津若松市、南相馬市、本

宮市、川俣町、鏡石町、只見町、昭和村、川内村）の内の１自治体を選定し、

災害時のアレルギー対策について事例報告を行う。 

   （オ）災害時に向けた備蓄に関する講義（講師：管理栄養士） 

      災害時のアレルギー患者の命を守るための備蓄の必要性や、災害時、食事の面 

でアレルギー患者の対応に苦慮した事例等について講義を行う。 

  （カ）まとめ（講師：当課担当者） 

研修後も本研修で学んだことを活かして、災害時におけるアレルギー対策の  

 必要性を災害対策課等の関係課に周知いただきたい旨を説明。 
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エ 結果等 

   （ア）参加者数 

      １４名（市町村：６名、保健福祉事務所：７名、本庁：１名） 

   （イ）研修会後のアンケート調査結果について（１４名中９名の回答をいただいた） 

・９名の方全員が、講義について「理解できた」、「参考になった」と感じていた。 

・「災害時に被災した方が安全に過ごすために平時からの準備の大切さを学びま

した。」といった声があった。 

・「災害時の自助について、周知啓発に取り組んでいく必要があることを学んだ」

といった声があった。 

・「災害時のアレルギー対応を複雑にしないためにも特定原材料のアレルギーに

対応した食材備蓄の重要性を再確認できました。」といった声があった。 

・「みんなが安全に過ごせる避難所の環境を作れるように、まずは自分のアレル

ギーに対する知識、理解を深めたい」といった声があった。 

・今後実施できることとして、所属自治体の備蓄の状況確認、食物アレルギー表

示板等の準備、避難所でアレルギー情報の共有体制の整備といったことが挙

げられた。 

   （ウ）所感 

       講演をとおして、災害時の体制整備や備蓄の必要性等について情報提供す

ることができ、災害が起きた場合の具体的なアレルギー疾患対策について学

んでいただけた。 

       また、グループワークをとおして、市町村や保健福祉事務所の職員同士が意

見交換でき、災害時に向けて平時からどのような対策をとることが必要にな

るのか考えるきっかけとなったと感じる。 

 

３ 課題及び令和８年度の方針について 

   今年度、市町村や保健福祉事務所職員を対象に災害時のアレルギー疾患対策につい

て研修会を開催してきたが、実際に市町村の災害時のアレルギー疾患対策の実態が把

握できていない。また、市町村や保健福祉事務所職員に対しては、研修会を通して、災

害時に向けたアレルギー疾患対策について啓発を行っているが、災害時に向けた備蓄

の方法や備蓄の必要性について、県民の皆様へ啓発しきれていない現状がある。 

   そのため、令和８年度については、市町村に対して、市町村での災害時のアレルギー

疾患対策の実態を把握するため調査を実施するとともに、ローリングストック等の災

害時に向けた備蓄の方法や備蓄の必要性について学ぶことが出来るリーフレット等の

啓発資材を作成する。 


